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別 表 第 ５ の ２ の 注 １ 及 び 注 ２ 中「指定生活介護
等（指定生活介護」 の 下 に「若しくは特定基準該
当生活介護」 を 加 え 、「もの又は」 を「もの、」 に 、「若
しくはのぞみの園」 を「又はのぞみの園」 に 改 め 、

「設置する指定生活介護事業所」 の 下 に「、特定
基準該当障害福祉サービス事業所」 を 加 え 、 同 注

３ 中「指定生活介護事業所」 の 下 に「、特定基準
該当障害福祉サービス事業所」 を 加 え る 。

別 表 第 ５ の ３ の 注 １ 中「第78条第１項第２号」

の 下 に「、第220条第１項第４号」 を 、「届け出た
指定生活介護事業所」 の 下 に「、特定基準該当障
害福祉サービス事業所」 を 加 え る 。

別 表 第 ５ の ４ の 注 中 「若しくは指定障害福祉
サービス基準附則第４条」 を「、第220条若しく
は附則第４条」 に 、「指定障害者支援施設基準附則
第３条」 を「附則第３条」 に 改 め る 。

別 表 第 ５ の ６ の 注 中 「若しくは指定障害福祉
サービス基準附則第４条」 を「、第220条若しく
は附則第４条」 に 、「指定障害者支援施設基準附則
第３条」 を「附則第３条」 に 、「生活介護従事者」

を「生活介護従業者」 に 改 め る 。

別 表 第 ５ の ８ の 注 中「を作成」 を「が作成」 に

改 め 、 同 ` 中「指定相談支援事業者」 の 下 に「（法
第32条第１項に規定する指定相談支援事業者をい
う。以下同じ。）」 を 加 え る 。

別 表 第 ６ の １ の イ 及 び ロ の \ か ら ^ ま で 中 「 利

用 定 員 」 の 下 に 「 が 」 を 加 え る 。

別 表 第 ６ の １ の 注 １ 中「又は指定障害福祉サー
ビス基準第112条又は第113条」 を「、指定障害福
祉サービス基準第112条若しくは第113条」 に 改 め 、

「基準該当児童デイサービスの提供を行った場
合」 の 下 に「又は特定基準該当障害福祉サービス
事業所において指定障害福祉サービス基準第219

条に規定する特定基準該当児童デイサービス（以
下「特定基準該当児童デイサービス」という。）の
提供を行った場合」 を 加 え 、 同 注 ３ ] 中「又は基
準該当児童デイサービス（」 を「、基準該当児童
デイサービス又は特定基準該当児童デイサービ
ス（」 に 、「又は第111条」 を「、第111条又は第
223条第１項」 に 、「同じ。）又は」 を「同じ。）、」 に 、

「同じ。）が」 を「同じ。）又は特定基準該当障害福
祉サービス計画（特定基準該当児童デイサービス
に係る計画に限る。２において同じ。）が」 に 改 め 、

同 注 ５ 中「指定児童デイサービス事業所」 の 下 に

「又は特定基準該当障害福祉サービス事業所」 を

加 え 、「指定児童デイサービスを行った」 を「指定
児童デイサービス等を行った」 に 改 め る 。

別 表 第 ６ の ２ の 注 中 「又は基準該当児童デイ
サービス事業所」 を「、基準該当児童デイサービ
ス事業所」 に 改 め 、「を除く。）」 の 下 に「又は特定
基準該当障害福祉サービス事業所」 を 加 え 、「若し
くは指定障害福祉サービス基準第108条又は指定
障害福祉サービス基準附則第５条第１項若しくは
指定障害福祉サービス基準」 を「、第108条、第
220条、附則第５条第１項又は」 に 改 め 、「基準該
当児童デイサービス計画」 の 下 に「、特定基準該
当障害福祉サービス計画」 を 加 え る 。

別 表 第 1
0 の １ の 注 １ 中「障害福祉体制」 を「障

害福祉サービスの提供体制」 に 改 め る 。

別 表 第 1
0 の ３ の 注 １ 中「指定障害者支援施設基

準附則第３条」 を「附則第３条」 に 改 め 、 同 注 ２

中「さらに、」 を「さらに」 に 改 め 、 同 注 ３ 中「指
定障害者支援施設基準附則第３条」 を「附則第３
条」 に 改 め る 。

別 表 第 1
1 の １ の 注 １ 中「指定自立訓練（機能訓

練）事業所をいう。以下同じ。）」 の 下 に「、特定
基準該当障害福祉サービス事業所」 を 加 え 、「又は
のぞみの園が行う自立訓練（機能訓練）」 を「、の
ぞみの園が行う自立訓練（機能訓練）又は指定障
害福祉サービス基準第219条に規定する特定基準
該当自立訓練（機能訓練）（以下「特定基準該当自
立訓練（機能訓練）」という。）」 に 改 め 、「設置する
指定自立訓練（機能訓練）事業所」 の 下 に「、特
定基準該当障害福祉サービス事業所」 を 加 え 、 同

注 ４ ] 中「第162条」 の 下 に「若しくは第223条第
１項」 を 、「計画等」 の 下 に「又は特定基準該当障
害福祉サービス計画（特定基準該当自立訓練（機
能訓練）に係る計画に限る。別表第11の６の注に
おいて同じ。）」 を 加 え る 。

別 表 第 1
1 の １ の ２ の 注 中「第１号のニ」 の 下 に

「若しくは第220条第１項第４号」 を 加 え る 。

別 表 第 1
1 の ２ 及 び ４ の 注 中「第156条」 の 下 に

「若しくは第220条」 を 加 え る 。

別 表 第 ６ の ６ の 注 １ 中「又は指定障害福祉サー
ビス基準」 を「若しくは」 に 改 め 、「指導員」 の 下

に「又は指定障害福祉サービス基準第220条第１
項第４号の規定により置くべき生活支援員」 を 、

「指定児童デイサービス事業所」 の 下 に「又は特
定基準該当障害福祉サービス事業所」 を 、「、指定
児童デイサービス」 の 下 に「又は特定基準該当児
童デイサービス」 を 加 え 、 同 注 ２ 中「指定児童デ
イサービス事業所」 の 下 に「又は特定基準該当障

〇 法 務 省 告 示 第 三 百 三 十 五 号

兵 庫 県 南 あ わ じ 市 役 所 保 存 の 次 の 原 戸 籍 の 一 部

が 滅 失 し た 。

平 成 二 十 一 年 七 月 十 五 日
法 務 大 臣 森 英 介

兵 庫 県 三 原 郡 阿 萬 町 阿 萬 東 組 二 百 二 十 四 番 地 の

二 赤 山 平 治

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 四 十 七 号

電 子 情 報 処 理 組 織 を 使 用 し て 処 理 す る 場 合 に お

け る 保 管 金 取 扱 規 程 等 の 特 例 に 関 す る 省 令 （ 平 成

十 七 年 財 務 省 令 第 五 号 ） 第 二 条 第 一 項 及 び 第 三 項

に 基 づ き 、 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 財 務 大 臣 が 指 定

す る 各 省 各 庁 の 長 が 保 管 す る 現 金 及 び 同 条 第 三 項

に 規 定 す る 財 務 大 臣 が 指 定 す る 歳 入 歳 出 外 現 金 出

納 官 吏 を 指 定 す る 件 （ 平 成 十 七 年 三 月 財 務 省 告 示

第 七 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平 成 二

十 一 年 七 月 二 十 一 日 か ら 適 用 す る 。

平 成 二 十 一 年 七 月 十 五 日
財 務 大 臣 与 謝 野 馨

表 供 託 法 （ 明 治 三 十 二 年 法 律 第 十 五 号 ） 第 一 条

の 規 定 に よ り 保 管 す る 供 託 金 の 項 中 「 、 横 浜 地 方

法 務 局 鎌 倉 出 張 所 」 を 削 る 。

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 三 百 六 十 二 号

障 害 者 自 立 支 援 法 （ 平 成 十 七 年 法 律 第 百 二 十 三

号 ） 第 二 十 九 条 第 三 項 及 び 第 三 十 条 第 二 項 の 規 定

に 基 づ き 、 障 害 者 自 立 支 援 法 に 基 づ く 指 定 障 害 福

祉 サ ー ビ ス 等 及 び 基 準 該 当 障 害 福 祉 サ ー ビ ス に 要

す る 費 用 の 額 の 算 定 に 関 す る 基 準 （ 平 成 十 八 年 厚

生 労 働 省 告 示 第 五 百 二 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 す る 。

平 成 二 十 一 年 七 月 十 五 日

厚 生 労 働 大 臣 Å 添 要 一

別 表 第 １ の １ の 注 １ 中「事業所以下」 を「事業
所（以下」 に 改 め る 。

別 表 第 ２ の １ の 注 ９ 中「において」 を「におい
て、」 に 改 め る 。

別 表 第 ５ の １ の 注 １ 中「からホまで」 を「及び
ロ」 に 、「又はのぞみの園」 を「、のぞみの園」 に

改 め 、「施設をいう。以下同じ。）が行う生活介護」

の 下 に「又は指定障害福祉サービス基準第219条
に規定する特定基準該当生活介護（以下「特定基
準該当生活介護」という。）」 を 加 え 、 同 注 １ の た

だ し 書 中「指定生活介護事業所」 の 下 に「、特定
基準該当障害福祉サービス事業所」 を 加 え 、 同 注

３ 中「、指定障害福祉サービス基準第93条」 の 下

に「若しくは第223条第１項」 を 、「をいう。）」 の

下 に「、特定基準該当障害福祉サービス計画（指
定障害福祉サービス基準第223条第１項において
準用する指定障害福祉サービス基準第58条第１項
に規定する特定基準該当障害福祉サービス計画を
いう。以下同じ。）（特定基準該当生活介護に係る
計画に限る。）」 を 加 え る 。

〇 金 融 庁 告 示 第 三 十 六 号

銀 行 法 （ 昭 和 五 十 六 年 法 律 第 五 十 九 号 ） 第 二 十

六 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 、 シ テ ィ バ ン ク 銀 行 株 式

会 社 に 対 し 、 業 務 の 一 部 停 止 を 命 じ た の で 、 銀 行

法 第 五 十 六 条 第 一 号 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の と お り

告 示 す る 。

平 成 二 十 一 年 七 月 十 五 日
金 融 庁 長 官 三 國 谷 勝 範

一 業 務 の 一 部 停 止 の 範 囲

平 成 二 十 一 年 七 月 十 五 日 か ら 平 成 二 十 一 年 八

月 十 四 日 ま で の 間 、 個 人 金 融 部 門 に お け る す べ

て の 取 扱 商 品 に 係 る 販 売 業 務 （ 広 告 、 宣 伝 及 び

勧 誘 を 含 む 。 ） を 停 止 す る こ と 。 た だ し 、 顧 客 か

ら 自 発 的 な 意 思 表 示 が あ り 、 か つ 、 そ の よ う な

意 思 表 示 で あ る こ と が 客 観 的 に 認 め ら れ る 場 合

の 販 売 業 務 （ 商 品 説 明 を 含 む 。 ） は 妨 げ な い 。

二 命 令 発 出 日

平 成 二 十 一 年 六 月 二 十 六 日

害福祉サービス事業所」 を 、「、指定児童デイサー
ビス」 の 下 に「又は特定基準該当児童デイサービ
ス」 を 加 え る 。

別 表 第 ６ の ７ の 注 １ 中「指定児童デイサービス
事業所等」 の 下 に「（特定基準該当生活介護又は特
定基準該当自立訓練（機能訓練）を提供する事業
所を除く。注２において同じ。）」 を 加 え る 。

別 表 第 ７ の １ の 注 ３ 中「（注４において「障害児」
という。） 」 を 削 り 、「程度の区分」 の 下 に「（以下「障
害児の障害の程度の区分」という。） 」 を 加 え 、 同

注 ７ 中「厚生労働大臣の」 を「厚生労働大臣が」

に 改 め る 。

別 表 第 ７ の ６ の 注 １ 中「嗜好」 を「嗜
し

好」 に 改

め る 。
別 表 第 ９ の １ の 注 ４ 中「以外の指定共同生活介

護事業所及び」 を「又は」 に 改 め 、「以下同じ。）」

の 下 に「以外の指定共同生活介護事業所」 を 加 え 、

同 注 ７ 中「（指定障害福祉サービス基準附則第13条
に規定する経過的居宅介護利用型指定共同生活介
護事業所をいう。以下同じ。）」 を 削 る 。

›


		2009-07-14T15:05:33+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




